○大阪府附属機関条例
昭和二十七年十二月二十二日
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平成一九年三月一六日条例第三号
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平成二二年三月三〇日条例第二四号
平成二二年一二月二二日条例第一〇五号
平成二三年三月二二日条例第一〇号
平成二三年三月二二日条例第一六号
平成二三年三月二二日条例第七〇号
平成二三年一〇月三一日条例第一一二号
平成二四年三月二八日条例第一二号
平成二四年一一月一日条例第一二九号
平成二五年一月八日条例第三号
平成二五年一月八日条例第四号
平成二五年三月二七日条例第九号
平成二五年三月二七日条例第一〇号
平成二五年三月二七日条例第一八号
平成二五年三月二七日条例第二九号
平成二五年三月二七日条例第四一号
平成二五年一一月一日条例第九五号
平成二五年一二月二四日条例第一〇二号
平成二五年一二月二四日条例第一〇七号
平成二五年一二月二四日条例第一一三号
平成二五年一二月二四日条例第一一八号
平成二六年三月二七日条例第一八号
平成二六年三月二七日条例第二一号
平成二六年六月一六日条例第一二三号
平成二六年一〇月三一日条例第一四六号
平成二六年一〇月三一日条例第一七四号
平成二七年三月二三日条例第八号
平成二七年三月二三日条例第一八号
平成二七年三月二三日条例第六二号
平成二七年六月一六日条例第六八号
平成二七年一一月二日条例第九九号
平成二七年一一月二日条例第一〇〇号
平成二八年三月二九日条例第三号
平成二八年三月二九日条例第九号
平成二八年三月二九日条例第二七号
平成二八年三月二九日条例第二九号
平成二八年三月二九日条例第四七号
平成二八年三月二九日条例第六九号
平成二八年一〇月二八日条例第八五号
平成二九年三月二九日条例第一六号
平成二九年三月二九日条例第二三号
平成二九年三月二九日条例第五三号
平成二九年一一月一三日条例第八五号
平成二九年一一月一三日条例第八九号
平成二九年一二月二五日条例第一〇三号
平成三〇年三月二八日条例第六号
平成三〇年三月二八日条例第二〇号
平成三〇年三月二八日条例第三三号
平成三〇年三月二八日条例第五七号
平成三〇年六月一三日条例第七六号
平成三〇年一〇月三〇日条例第八八号
平成三〇年一〇月三〇日条例第九〇号
平成三〇年一〇月三〇日条例第九五号
平成三〇年一二月二五日条例第一〇三号
平成三一年三月二〇日条例第九号
（未施行）
平成三一年三月二〇日条例第一八号
平成三一年三月二〇日条例第一九号
平成三一年三月二〇日条例第二〇号
〔附属機関に関する条例〕をここに公布する。
大阪府附属機関条例
（昭六〇条例一三・改称）
（趣旨）
第一条　この条例は、法律若しくはこれに基づく政令又は他の条例に定めるもののほか、府が設置する執行機関の附属機関について、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第百三十八条の四第三項、第二百二条の三第一項及び第二百三条の二第四項の規定に基づき、その設置、担任する事務、委員その他の構成員（以下「委員等」という。）の報酬及び費用弁償並びにその支給方法その他附属機関に関し必要な事項を定めるものとする。
（平二四条例一二・追加）
（設置）
第二条　執行機関の附属機関として、別表第一に掲げる附属機関を置く。
２　前項に定めるもののほか、公の施設の指定管理者の指定について審査させ、及びその業務の実施状況等に関する評価について調査審議させるため、別表第二の上欄に掲げる執行機関の附属機関として、同表の中欄に掲げる公の施設についてそれぞれ一の指定管理者選定委員会及び指定管理者評価委員会を置き、その名称は、同表の下欄に定める名称を冠するものとする。
（平二四条例一二九・全改）
（報酬）
第三条　委員等の報酬の額は、日額九千八百円を超えない範囲内において、当該附属機関を設置する執行機関が定める額とする。
２　前項の報酬は、出席日数に応じて、その都度支給する。
３　委員等のうち府の経済に属する常勤の職員である者に対しては、報酬を支給しない。
（平二四条例一二・追加、平二八条例九・一部改正）
（費用弁償）
第四条　委員等の費用弁償の額は、職員の旅費に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十七号）による指定職等の職務にある者以外の者の額相当額を超えない範囲内において、当該附属機関を設置する執行機関が定める額とする。
２　前項の費用弁償の支給についての路程は、住所地の市町村から起算する。
３　前二項の規定にかかわらず、委員等のうち府の経済に属する常勤の職員である者の費用弁償の額は、その者が当該職員として公務のため旅行した場合に支給される旅費相当額とする。
（平二四条例一二・追加）
（支給方法）
第五条　委員等の報酬及び費用弁償の支給方法に関し、この条例に定めがない事項については、常勤の職員の例による。
（平二四条例一二・追加）
（委任）
第六条　この条例に定めるもののほか、府が設置する執行機関の附属機関の組織、委員等の報酬及び費用弁償の額その他附属機関に関し必要な事項は、当該執行機関が定める。
（昭五七条例一二・一部改正、平二四条例一二・旧第二条繰下・一部改正）
附　則
１　この条例は、公布の日から施行する。
２　大阪府建築代理業条例（昭和二十四年大阪府条例第五十五号）の一部を次のように改正する。
〔次のよう〕略
附　則（昭和三〇年条例第九号）
この条例は、昭和三十年四月一日から施行する。
附　則（昭和三一年条例第五号）
この条例は、昭和三十一年四月一日から施行する。
附　則（昭和三三年条例第二五号）
この条例は、昭和三十三年八月一日から施行する。
附　則（昭和三三年条例第四三号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和三三年条例第五一号）抄
（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行し、昭和三十三年十一月九日から適用する。
附　則（昭和三五年条例第二五号）
この条例の施行期日は、規則で定める。
（昭和三七年規則第一号で昭和三七年一月一七日から施行）
附　則（昭和三六年条例第八号）
この条例は、昭和三十六年四月一日から施行する。
附　則（昭和三六年条例第三二号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和三七年条例第一〇号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和三七年条例第二八号）抄
（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和三七年条例第三四号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和三八年条例第二八号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和三八年条例第三二号）抄
（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和三八年条例第三七号）抄
（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
（条例の一部改正）
２　大阪府事業場公害防止条例（昭和二十九年大阪府条例第十二号）の一部を次のように改正する。
〔次のよう〕略
附　則（昭和三八年条例第三九号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和三九年条例第一一号）抄
（施行期日）
１　この条例は、昭和三十九年四月一日から施行する。
附　則（昭和三九年条例第四〇号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和四〇年条例第四三号）抄
（施行期日）
１　この条例は、昭和四十一年一月一日から施行する。ただし、附則第六項の規定は、公布の日から施行する。
附　則（昭和四一年条例第九号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和四一年条例第三〇号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和四一年条例第五一号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和四二年条例第三四号）
（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
（条例の一部改正）
２　大阪府事業場公害防止条例（昭和四十年大阪府条例第四十三号）の一部を次のように改正する。
〔次のよう〕略
附　則（昭和四二年条例第三九号）抄
（施行期日）
第一条　この条例は、公布の日から施行し、昭和四十二年十二月一日（以下「適用日」という。）から適用する。
附　則（昭和四三年条例第一一号）
この条例は、昭和四十三年四月一日から施行する。ただし、大阪府商業対策審議会の項を削る改正部分は、規則で定める日から施行する。
（昭和四三年規則第七一号で昭和四三年一一月二〇日から施行）
附　則（昭和四三年条例第三二号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和四五年条例第二〇号）
この条例は、昭和四十五年四月一日から施行する。
附　則（昭和四五年条例第五〇号）
この条例は、昭和四十五年十一月一日から施行する。
附　則（昭和四六年条例第二号）抄
（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和四六年条例第四〇号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和四七年条例第一七号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和四七年条例第四七号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和四八年条例第一九号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和四九年条例第一一号）抄
（施行期日等）
１　この条例は、公布の日から施行し、公務上の死亡に係る葬祭補償の額に関する改正規定は昭和四十八年九月一日から、その他の改正規定は昭和四十八年十二月一日から適用する。
附　則（昭和四九年条例第四四号）
この条例は、昭和四十九年十一月一日から施行する。
附　則（昭和五〇年条例第三〇号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和五一年条例第二八号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和五一年条例第八四号）抄
（施行期日）
１　この条例は、昭和五十二年二月一日から施行する。
附　則（昭和五三年条例第六号）抄
（施行期日）
１　この条例は、昭和五十三年四月一日から施行する。
附　則（昭和五六年条例第三八号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和五七年条例第一二号）
この条例は、昭和五十七年四月一日から施行する。
附　則（昭和五九年条例第二号）抄
（施行期日等）
１　この条例は、昭和五十九年十月一日から施行する。
附　則（昭和五九年条例第四号）抄
（施行期日）
１　この条例は、昭和五十九年十一月一日から施行する。ただし、第二十条第一項（第二号に係る部分に限る。）及び附則第四項の規定は、同年五月一日から施行する。
附　則（昭和五九年条例第一〇号）抄
（施行期日）
１　この条例は、昭和五十九年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。
二　第二条中附属機関に関する条例第一条第一号の表の改正規定（大阪府農業構造改善事業促進対策協議会の項を削る部分を除く。）。規則で定める日
（昭和五九年規則第七三号で大阪府農業協同組合経営対策審議会の項を削る部分は昭和五九年一〇月一日から施行）
（昭和五九年規則第七五号で大阪府林業構造改善事業促進対策審議会の項を削る部分は昭和五九年一〇月一七日から施行）
附　則（昭和六〇年条例第一三号）
（施行期日）
１　この条例は、昭和六十年四月一日から施行する。
（大阪府消費者保護条例の一部改正）
２　大阪府消費者保護条例（昭和五十一年大阪府条例第八十四号）の一部を次のように改正する。
〔次のよう〕略
附　則（昭和六一年条例第一四号）
この条例は、昭和六十一年四月一日から施行する。
附　則（昭和六二年条例第八号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成元年条例第三五号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成二年条例第二七号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成三年条例第九号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成三年条例第三三号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成三年条例第四二号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成四年四月一日から施行する。
附　則（平成八年条例第二号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成八年十月一日から施行する。ただし、第七条第三項第六号、同条第四項ただし書、第八条第一項第七号、同条第三項及び第三十五条第二項中審議会の意見を聴くことに関する部分、第三十条第三項、第四十二条第一項及び第二項並びに附則第五項（大阪府附属機関条例（昭和二十七年大阪府条例第三十九号）第一条第一号の表の改正規定中審議会の項を加える部分に限る。）の規定は、同年四月一日から施行する。
附　則（平成九年条例第五号）
この条例は、平成九年四月一日から施行する。
附　則（平成一〇年条例第七号）
この条例は、平成十年四月一日から施行する。
附　則（平成一〇年条例第四二号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成十年十一月一日から施行する。
附　則（平成一〇年条例第四四号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成十一年四月一日から施行する。ただし、第一章及び第二章並びに次項の規定は、平成十年十一月一日から施行する。
附　則（平成一〇年条例第四六号）
この条例は、平成十年十一月一日から施行する。ただし、第一条第一号の表大阪府税審議会の項を削る改正規定は、平成十一年四月一日から施行する。
附　則（平成一一年条例第三九号）抄
（施行期日）
１　この条例の施行期日は、規則で定める。
（平成一二年規則第二二五号で平成一二年六月一日から施行）
附　則（平成一二年条例第四〇号）
この条例は、平成十二年四月一日から施行する。ただし、第一条第一号の表大阪府青少年問題協議会の項の改正規定は、平成十三年一月六日から施行する。
附　則（平成一二年条例第四二号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成十二年四月一日から施行する。
附　則（平成一二年条例第四九号）抄
（施行期日）
１　この条例は、規則で定める日から施行する。
（平成一二年規則第二三〇号で平成一二年六月一日から施行）
附　則（平成一二年条例第一二九号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成十二年五月一日から施行する。
附　則（平成一二年条例第一四六号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成一四年条例第六号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成十四年四月一日から施行する。
附　則（平成一四年条例第二一号）
この条例は、平成十四年四月一日から施行する。
附　則（平成一五年条例第一八号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成十五年七月一日から施行する。
附　則（平成一七年条例第一〇号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成十七年四月一日から施行する。
附　則（平成一七年条例第一一号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成十七年四月一日から施行する。
附　則（平成一七年条例第二六号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成十七年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、それぞれ当該各号に定める日から施行する。
二　第二条及び附則第六項の規定　規則で定める日
（平成一八年規則第三号で平成一八年四月一日から施行）
附　則（平成一七年条例第二九号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成十七年七月一日から施行する。
附　則（平成一七年条例第八七号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成十七年四月一日から施行する。
附　則（平成一七年条例第一〇一号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成十八年四月一日から施行する。
附　則（平成一七年条例第一一〇号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成十八年二月一日から施行する。
附　則（平成一九年条例第三号）
この条例は、平成十九年四月一日から施行する。
附　則（平成一九年条例第五号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成十九年四月一日から施行する。
附　則（平成一九年条例第七号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成十九年四月一日から施行する。
附　則（平成二〇年条例第三一号）抄
（施行期日）
１　この条例は、規則で定める日から施行する。
（平成二〇年規則第八八号で平成二〇年一〇月一日から施行）
附　則（平成二〇年条例第六七号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成二〇年条例第八五号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成二十一年二月二十三日から施行する。
附　則（平成二一年条例第六七号）
この条例は、平成二十一年九月一日から施行する。
附　則（平成二二年条例第二四号）
この条例は、平成二十二年四月一日から施行する。
附　則（平成二二年条例第一〇五号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成二十三年二月一日から施行する。
附　則（平成二三年条例第一〇号）抄
（施行期日）
１　この条例中第一条の規定は公布の日から、第二条及び次項の規定は平成二十三年七月一日から施行する。
附　則（平成二三年条例第一六号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成二十三年四月一日から施行する。
附　則（平成二三年条例第七〇号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成二十三年四月一日から施行する。
附　則（平成二三年条例第一一二号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成二四年条例第一二号）
この条例は、平成二十四年四月一日から施行する。
附　則（平成二四年条例第一二九号）
（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
（知事等の給料、報酬、期末手当等の特例に関する条例の一部改正）
２　知事等の給料、報酬、期末手当等の特例に関する条例（平成二十三年大阪府条例第四号）の一部を次のように改正する。
〔次のよう〕略
附　則（平成二五年条例第三号）
この条例の施行期日は、規則で定める。
（平成二五年規則第三号で平成二五年一月二一日から施行）
附　則（平成二五年条例第四号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成二五年条例第九号）
この条例は、平成二十五年四月一日から施行する。
附　則（平成二五年条例第一〇号）
この条例は、平成二十五年四月一日から施行する。
附　則（平成二五年条例第一八号）
（施行期日）
１　この条例は、平成二十五年四月一日から施行する。ただし、第二条の規定は、規則で定める日から施行する。
（平成二五年規則第一〇一号で平成二五年四月一三日から施行）
（大阪府文化振興条例の一部改正）
２　大阪府文化振興条例（平成十七年大阪府条例第十号）の一部を次のように改正する。
〔次のよう〕略
附　則（平成二五年条例第二九号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成二十五年四月一日から施行する。ただし、第二条及び次項の規定は、平成二十六年四月一日から施行する。
附　則（平成二五年条例第四一号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成二十五年四月一日から施行する。
附　則（平成二五年条例第九五号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成二五年条例第一〇二号）抄
（施行期日）
１　この条例の施行期日は、規則で定める。
（平成二六年規則第六号で平成二六年二月五日から施行）
附　則（平成二五年条例第一〇七号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成二五年条例第一一三号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成二十六年四月一日から施行する。
附　則（平成二五年条例第一一八号）抄
（施行期日）
１　この条例の施行期日は、規則で定める。
（平成二九年規則第六二号で平成二九年四月一日から施行）
附　則（平成二六年条例第一八号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成二十六年四月一日から施行する。
附　則（平成二六年条例第二一号）
この条例は、平成二十六年四月一日から施行する。
附　則（平成二六年条例第一二三号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成二六年条例第一四六号）
この条例は、公布の日から施行する。ただし、第二条の規定は平成二十六年十一月二十五日から、第三条の規定は平成二十七年四月一日から施行する。
附　則（平成二六年条例第一七四号）抄
（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
（経過措置）
３　この条例の施行の日の前日において改正前の大阪府附属機関条例の規定による大阪府子ども施策審議会の委員又は専門委員である者は、この条例の施行の日において第三条第二項又は第四条第二項の規定により大阪府子ども施策審議会の委員又は専門委員に任命されたものとみなし、当該委員の任期は、第三条第三項本文の規定にかかわらず、平成二十七年七月五日までとする。
附　則（平成二七年条例第八号）
この条例は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、第二条の規定は、規則で定める日から施行する。
（平成二七年規則第三六号で平成二七年四月一日から施行）
附　則（平成二七年条例第一八号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成二十七年四月一日から施行する。
附　則（平成二七年条例第六二号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成二十七年四月一日から施行する。
附　則（平成二七年条例第六八号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成二七年条例第九九号）
この条例は、公布の日から施行する。ただし、第二条の規定は、平成二十八年四月一日から施行する。
附　則（平成二七年条例第一〇〇号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成二十八年一月一日から施行する。
附　則（平成二八年条例第三号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成二十八年四月一日から施行する。
附　則（平成二八年条例第九号）
この条例は、平成二十八年四月一日から施行する。
附　則（平成二八年条例第二七号）
この条例は、平成二十八年四月一日から施行する。ただし、第一条の規定は、公布の日から施行する。
附　則（平成二八年条例第二九号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成二十八年四月一日から施行する。
附　則（平成二八年条例第四七号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成二十八年四月一日から施行する。
附　則（平成二八年条例第六九号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成二十八年四月一日から施行する。
附　則（平成二八年条例第八五号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成二九年条例第一六号）
この条例は、平成二十九年四月一日から施行する。ただし、第一条の規定は、公布の日から施行する。
附　則（平成二九年条例第二三号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成二十九年四月一日から施行する。
附　則（平成二九年条例第五三号）
この条例は、平成二十九年四月一日から施行する。
附　則（平成二九年条例第八五号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成二十九年十二月一日から施行する。
附　則（平成二九年条例第八九号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成二九年条例第一〇三号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成三十年四月一日から施行する。
附　則（平成三〇年条例第六号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成三十年七月一日から施行する。
附　則（平成三〇年条例第二〇号）
この条例は、平成三十年四月一日から施行する。
附　則（平成三〇年条例第三三号）抄
（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成三〇年条例第五七号）
この条例中第一条の規定は平成三十年四月一日から、第二条及び第三条の規定は公布の日から施行する。
附　則（平成三〇年条例第七六号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成三〇年条例第八八号）抄
（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成三〇年条例第九〇号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成三〇年条例第九五号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成三十一年四月一日から施行する。ただし、第一条及び次項の規定は、公布の日から施行する。
附　則（平成三〇年条例第一〇三号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成三十一年四月一日から施行する。
附　則（平成三一年条例第一八号）
この条例は、平成三十一年四月一日から施行する。ただし、第一条の規定は、規則で定める日から施行する。
（平成三一年規則第六七号で平成三一年四月一日から施行）
附　則（平成三一年条例第一九号）抄
（施行期日）
１　この条例は、平成三十一年四月一日から施行する。
附　則（平成三一年条例第二〇号）抄
（施行期日）
１　この条例は、規則で定める日から施行する。ただし、第一条、次項、附則第三項及び附則第五項の規定は公布の日から、第二条の規定は平成三十一年十月一日から、第三条及び附則第四項の規定は平成三十二年四月一日から施行する。
別表第一（第二条関係）
（平二四条例一二九・追加、平二五条例四・平二五条例九・平二五条例一〇・平二五条例一八・平二五条例九五・平二五条例一〇二・平二五条例一〇七・平二五条例一一三・平二五条例一一八・平二六条例一八・平二六条例二一・平二六条例一二三・平二六条例一四六・平二六条例一七四・平二七条例八・平二七条例六八・平二七条例九九・平二七条例一〇〇・平二八条例三・平二八条例二七・平二八条例二九・平二八条例四七・平二八条例六九・平二八条例八五・平二九条例一六・平二九条例五三・平二九条例八五・平二九条例八九・平二九条例一〇三・平三〇条例六・平三〇条例二〇・平三〇条例三三・平三〇条例五七・平三〇条例七六・平三〇条例八八・平三〇条例九〇・平三〇条例一〇三・平三一条例一八・平三一条例一九・一部改正）
一　知事の附属機関
	名称
	担任する事務

	大阪府原子炉問題審議会
	京都大学研究用原子炉の平和利用、放射線障害の防止、原子力損害に係る紛争の解決の促進等住民の福祉についての重要事項の調査審議及び調停に関する事務

	大阪府消防広域化推進審議会
	消防組織法（昭和二十二年法律第二百二十六号）第三十三条第一項に規定する推進計画その他の市町村の消防の広域化の推進に関する施策についての調査審議に関する事務

	大阪府青少年健全育成審議会
	大阪府青少年健全育成条例（昭和五十九年大阪府条例第四号）第四十七条第一項各号に掲げる事項についての調査審議並びに地方青少年問題協議会法（昭和二十八年法律第八十三号）の規定による青少年問題の総合的施策の樹立についての調査審議及びその施策を実施するために必要な関係行政機関相互の連絡調整に関する事務

	大阪府まち・ひと・しごと創生推進審議会
	まち・ひと・しごと創生法（平成二十六年法律第百三十六号）第九条第一項に規定する計画の策定及び当該計画の進捗状況の評価についての調査審議に関する事務

	大阪府包括外部監査人選定委員会
	地方自治法第二百五十二条の二十九に規定する包括外部監査人を公募の方法により選定する場合の当該包括外部監査人の選定の基準の策定及び当該包括外部監査人の選定に当たっての審査に関する事務

	大阪府指定出資法人評価等審議会
	大阪府の出資法人等への関与事項等を定める条例（平成十八年大阪府条例第七十一号）第四条第一項（同条第五項においてその例による場合を含む。）の経営評価、同条第二項（同条第六項において準用する場合を含む。）の規定による評価、同条第三項の助言等及び必要な措置並びに同条例第五条の人的援助の在り方、出資法人等（同条例第二条第一項に規定する出資法人等をいう。以下同じ。）の役員の報酬に関する事項、経営改善を図るための方策及び経営の在り方の見直し、出資法人等が策定する中期経営計画並びに出資法人等に関する重要な計画の策定についての調査審議に関する事務

	大阪府建設事業評価審議会
	建設事業（府が設立した地方独立行政法人の行う建設事業を含む。）に関する評価についての調査審議に関する事務

	大阪府特別職報酬等審議会
	府議会議員の議員報酬並びに知事及び副知事の給料の額についての調査審議に関する事務

	大阪府職員等の職務行為等審議会
	職務上の行為について職員等を被告として提起された損害賠償請求訴訟の遂行の支援及び当該訴訟に職員等が勝訴した場合の弁護士費用等の補助を行うため必要な事項についての調査審議に関する事務

	大阪府財産評価審査会
	重要な財産の取得処分及び交換並びに物件の移転その他補償等についての予定価格の評価審査に関する事務

	大阪府入札監視等委員会
	公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成十二年法律第百二十七号）の趣旨に沿った公共工事等に関する入札及び契約の適正化を図るため必要な事項についての調査審議に関する事務

	大阪府建設工事総合評価等審査会
	府の発注する建設工事、測量及び建設コンサルタントの業務等に係る地方自治法施行令（昭和二十二年政令第十六号）第百六十七条の五の二に規定する必要な資格の策定及び同令第百六十七条の十の二第三項に規定する落札者決定基準の策定についての調査審議並びに同条第五項の規定による落札者の決定に当たっての審査に関する事務

	大阪府消費者保護審議会
	消費者の保護に関する施策についての重要事項並びに大阪府消費者保護条例（昭和五十一年大阪府条例第八十四号）第二十六条第一項の規定によるあっせん及び調停並びに同条例第二十七条に規定する資金の貸付けその他の援助についての調査審議に関する事務

	大阪府人権施策推進審議会
	大阪府人権尊重の社会づくり条例（平成十年大阪府条例第四十二号）第三条第二項及び第四条第一項に規定する事項についての調査審議に関する事務

	大阪府同和問題解決推進審議会
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	大阪府りんくうタウン活性化事業者選定委員会
	りんくうタウンの活性化に資する事業活動を行う事業者を公募の方法により選定する場合（公募に応じた者に対し企画、技術等の提案を求めて選定する場合に限る。）の当該事業者の選定の基準の策定及び当該事業者の選定に当たっての審査に関する事務


二　教育委員会の附属機関
	名称
	担任する事務

	大阪府学校教育審議会
	学校教育についての重要事項の調査審議に関する事務

	大阪府グローバルリーダーズハイスクール評価審議会
	大阪府立高等学校の中からそれぞれの特色を生かし、卓越した教育活動を行うものとして指定した学校の取組の評価についての調査審議に関する事務

	大阪府立学校いじめ防止対策審議会
	府立学校の児童及び生徒に係るいじめ防止対策推進法第十四条第三項に規定するいじめの防止等のための対策についての調査審議及び同法第二十八条第一項に規定する重大事態に係る事実関係を明確にするための調査に関する事務

	大阪府立学校腎検診判定審査会
	府立学校の児童及び生徒に係る腎臓疾患に関する学校保健安全法（昭和三十三年法律第五十六号）第十四条に規定する措置に当たっての審査に関する事務

	大阪府立学校結核対策審議会
	府立学校の児童及び生徒に係る結核に関する学校保健安全法に基づく保健管理及びまん延の防止のための施策に関する専門的な事項についての調査審議に関する事務

	大阪府教員の資質向上審議会
	教育公務員特例法（昭和二十四年法律第一号）第二十五条第一項又は第四項の規定による認定等に当たっての調査審議に関する事務

	大阪府立学校職員健康審査会
	府立学校の職員に係る労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）第六十六条の四に規定する措置についての審査及び同法第六十八条の規定による就業の禁止等に当たっての審査に関する事務


三　知事及び教育委員会の附属機関
	名称
	担任する事務

	大阪府公募型プロポーザル方式等事業者選定委員会
	府の発注する役務の提供の業務に係る地方自治法施行令第百六十七条の十の二第三項に規定する落札者決定基準の策定、同条第五項の規定による落札者の決定並びに同令第百六十七条の二第一項第二号の規定による随意契約の締結のため公募の方法により事業者を選定する場合の当該事業者の選定の基準の策定及び当該事業者の選定に当たっての審査に関する事務

	大阪府教育振興基本計画審議会
	大阪府教育行政基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十八号）第四条第五項に規定する事項についての調査審議に関する事務

	大阪府教育行政評価審議会
	大阪府教育行政基本条例第六条第一項及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第二十六条第一項の点検及び評価を行うに当たっての調査審議に関する事務


四　公安委員会の附属機関
	名称
	担任する事務

	大阪府特殊詐欺対策審議会
	特殊詐欺（詐欺（刑法（明治四十年法律第四十五号）第二百四十六条の罪をいう。）又は電子計算機使用詐欺（同法第二百四十六条の二の罪をいう。）のうち、面識のない不特定の者を電話その他の通信手段を用いて対面することなく欺き、不正に取得した架空の名義又は他人の名義の預金口座又は貯金口座への振込みその他の方法により、当該者に財物を交付させ、又は財産上不法の利益を得、若しくは他人にこれを得させるものをいう。）の被害の防止のための対策についての重要事項の調査審議に関する事務


別表第二（第二条関係）
（平二四条例一二九・追加、平二五条例三・平二五条例二九・平二五条例四一・平二六条例二一・平二七条例一八・平二七条例六二・平二八条例八五・平二九条例二三・平三〇条例九五・平三一条例二〇・一部改正）
	執行機関
	公の施設
	名称

	知事
	大阪府立青少年海洋センター
	大阪府立青少年海洋センター

	
	大阪府立万国博覧会記念公園
	大阪府立万国博覧会記念公園

	
	大阪府立男女共同参画・青少年センター
	大阪府立男女共同参画・青少年センター

	
	大阪府立江之子島文化芸術創造センター
	大阪府立江之子島文化芸術創造センター

	
	大阪府立国際会議場
	大阪府立国際会議場

	
	大阪府立障害者交流促進センター
	大阪府立障害者交流促進センター

	
	大阪府立稲スポーツセンター
	大阪府立稲スポーツセンター

	
	大阪府立福祉情報コミュニケーションセンター
	大阪府立福祉情報コミュニケーションセンター

	
	大阪府立こんごう福祉センター
	大阪府立こんごう福祉センター

	
	大阪府立大型児童館ビッグバン
	大阪府立大型児童館ビッグバン

	
	大阪府立母子・父子福祉センター
	大阪府立母子・父子福祉センター

	
	大阪府立あゆみ寮、大阪府立のぞみ寮
	大阪府立あゆみ寮等

	
	大阪府立中河内救命救急センター
	大阪府立中河内救命救急センター

	
	大阪府立労働センター
	大阪府立労働センター

	
	大阪府立金剛登山道駐車場、大阪府民の森
	大阪府民の森等

	
	大阪府立花の文化園
	大阪府立花の文化園

	
	大阪府中央卸売市場
	大阪府中央卸売市場

	
	大阪府江坂立体駐車場、大阪府新石切立体駐車場、大阪府茨木地下駐車場
	大阪府駐車場

	
	都市公園（府が設置するものに限る。）
	大阪府都市公園

	
	堺泉北港（緑地に限る。）
	大阪府堺泉北港の緑地

	
	大阪府営住宅（共同施設を含む。）
	大阪府営住宅

	教育委員会
	大阪府立漕艇センター、大阪府立臨海スポーツセンター、大阪府立体育会館、大阪府立門真スポーツセンター
	大阪府立体育会館等

	
	大阪府立図書館
	大阪府立図書館

	
	大阪府立少年自然の家
	大阪府立少年自然の家

	
	大阪府立近つ飛鳥風土記の丘、大阪府立近つ飛鳥博物館
	大阪府立近つ飛鳥博物館等

	
	大阪府立弥生文化博物館
	大阪府立弥生文化博物館
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